
別紙２ 
 

支出を証明する書類について 

 

１ 基本的事項 

事業実施に当たり適正な支出を行ったことを証明するため、原則として業者が発行し

た領収書を受け取り、これを保管すること。 

ただし、個人車両使用の運賃の支給については、個人領収書も可能とする。 

 

２ 領収書 

 (1) 領収書の宛て名は、競技団体名とする。 

 (2) 領収書は、必ず「年月日、内容、数量、単価、相手方の氏名・住所等」の内訳が分

かる詳細なものを発行してもらうこと。なお、領収書で内訳確認できない場合につい

ては、請求書等（明細の記載されたもの）を添付して確認すること。 

※内訳が不明なものは、証拠書類としてみなしません。 

 (3) 口座振込の場合は、銀行等の金融機関の「振込金受領書」を領収書に代えることが

できる。ただし、この場合は必ず当該振込みの原因となった請求書（請求明細の記載

されたもの）を添付しておくこと。 

  (4) 費目項目別については、別記「必要な領収書一覧」のとおりとする。 

 

３ その他 

 (1) 支出の証拠書類は、支出項目ごとに報告書と同じ大きさの台紙（Ａ４版）に貼って

整理すること。 

  (2) 科目が複数にわたる場合には、内容や精算の事情が分かる添え書きを台紙に記載し

ておくこと。 


